
新潟市空き家対策。中間所有組織を介して隣地集約 （NPO法人 都市環境協会）

課題 自治体が抱える「空き家の管理は個人の責任」と言う、公共が空き家問題に直接介入出来ない全国共通課題

目的 空き家問題を新潟市と協定団体が連携し、隣地集約による民民での解決と、中間所有組織を介した解決の課題整理

取組内容 市民ニーズ調査。物件調査と隣地の意向調査。契約書の作成と、税制上の課題を整理。中間所有組織の課題整理

成果 空き家の隣地集約契約書。中間所有組織を介した公共に資する空き家空地活用の解説ビデオ

①全新潟市民対して、調査協
力要請

②市民から調査協力の応諾
③物件調査
④報告書提出
⑤隣地住民聞取り調査
⑥隣地集約の可否
⑦答申（隣地集約可否）
⑧新潟市民の空き家施策意
識調査

⑨不動産業者への隣地集約
の斡旋

ａ隣地集約提案
ｂ管理義務付き譲渡契約

Ⅰ中間所有組織への寄付を
提案

Ⅱ中間所有組織に寄付
Ⅲ解体除却・前面道路拡幅
Ⅳ残地の購入
Ⅳ’隣地集約不可は、自然に
回帰


